
１　　貸　　借　　対　　照　　表

＜承継勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

現金及び預金 1,004,253,786 １年以内返済予定長期借入金 46,900,000

有価証券 609,870,530 未払金 185,907

未収収益 8,490,823 未払費用 955,024

流動資産合計 1,622,615,139 預り金 135,844

引当金

賞与引当金 1,452,416

流動負債合計 49,629,191

Ⅱ　固定資産 Ⅱ　固定負債

　１　有形固定資産 長期借入金 79,100,000

工具器具備品　 668,329 固定負債合計 79,100,000

減価償却累計額 △ 384,834 283,495

有形固定資産合計 283,495 負債合計 128,729,191

　２　投資その他の資産 Ⅰ　資本金

投資有価証券 1,149,675,790 政府出資金 28,598,404,649

関係会社株式 56,452,228 資本金合計 28,598,404,649

長期性預金 500,000,000

Ⅱ　繰越欠損金

投資その他の資産合計 1,706,128,018 当期未処理損失 △ 25,398,107,188

固定資産合計 1,706,411,513 (うち当期総利益） (2,778,073)

繰越欠損金合計 △ 25,398,107,188

純資産合計 3,200,297,461

資産合計 3,329,026,652 負債純資産合計 3,329,026,652

資 産 の 部 負 債 の 部

（平成２７年３月３１日現在）

純 資 産 の 部



 ２　　損　　益　　計　　算　 書

（単位：円）

経常費用

融資事業費 1,404,220

人件費 23,941,517

一般管理費 5,905,703

財務費用

支払利息 2,052,726 2,052,726

経常費用合計 33,304,166

経常収益

財務収益

受取利息 6,364,019

有価証券利息 29,679,473 36,043,492

経常収益合計 36,043,492

経常利益 2,739,326

臨時利益

関係会社株式評価益 38,747 38,747

当期純利益 2,778,073

当期総利益 2,778,073

（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

＜ 承 継 勘 定 ＞



 ３　　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書

（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

融資事業支出 △ 1,311,947

人件費支出 △ 23,962,969

その他の業務支出 △ 5,811,869

△ 31,086,785

利息の受取額 37,278,974

利息の支払額 △ 2,176,828

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,015,361

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 695,200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 695,200,000

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 46,900,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 46,900,000

Ⅳ資金増加額 652,315,361

Ⅴ資金期首残高 351,938,425

Ⅵ資金期末残高 1,004,253,786

（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

＜承継勘定＞

小計



（承継勘定）                       平成２７年３月３１日

Ⅰ　当期未処理損失

　　　　当期総利益

　　　　前期繰越欠損金

Ⅱ　次期繰越欠損金

項　　　　　　目 金　　　　　　　額

４　損失の処理に関する書類

△ 25,400,885,261

△ 25,398,107,188

2,778,073

△ 25,398,107,188

（単位：円）



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

融資事業費 1,404,220

人件費 23,941,517

一般管理費 5,905,703

財務費用 2,052,726 33,304,166

（２） （控除） 自己収入等

財務収益 △ 36,043,492

臨時利益 △ 38,747 △ 36,082,239

業務費用合計 △ 2,778,073

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額　 1,176,529

Ⅲ　機会費用　

112,963,698

Ⅳ　行政サービス実施コスト 111,362,154

（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

＜ 承 継 勘 定 ＞

政府出資等の機会費用

５　  行　  政 　 サ 　 ー 　 ビ 　 ス　  実 　 施　  コ 　 ス  　ト　  計    算 　 書



                                                      承継勘定

６ 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

１． 減価償却の会計処理方法

    有形固定資産

    定額法を採用しております。

        なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

              工具器具備品           ４年

２． 引当金の計上基準

    (1) 賞与引当金

     運営費交付金により財源措置がなされない場合には、職員等の賞与の支出に充てるため、

翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。

なお、職員等に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされる場

合には、引当金を計上しておりません。

    (2) 退職給付に係る引当金及び見積額

①  退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係  

る引当金は計上しておりません。

②  厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金   

への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る    

引当金は計上しておりません。

        なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基  

準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し

ております。

    

３.  有価証券の評価基準及び評価方法

    (1) 満期保有目的債券

        償却原価法(定額法)によっております。

    (2) 関係会社株式

移動平均法による原価法(持分相当額が取得原価より下落した場合は、持分相当額)によ

っております。

  

４． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

       政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

     １０年利付国債の平成２７年３月末利回りを参考に０．３９５％で計算しております。

５． 消費税等の会計処理

     税込方式によっております。

            

Ⅱ．貸借対照表関係

長期性預金は、期限前に解約できる権利を金融機関が保有する期限前解約特約付定期預金と

なっております。なお、期限前解約特約付定期預金は、当研究所が期限前に解約する場合には

清算金を支払うこととなります。



Ⅲ．損益計算書関係

融資事業費は、先端技術を活用した企業の研究開発活動を支援する融資事業のために要し  
た費用であり、謝金、旅費、事務庁費等で構成されております。

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

    現金及び預金       1,004,253,786 円

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書関係

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は 1,176,529 円です。

Ⅵ．金融商品関係

１.金融商品の状況に関する事項

  資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第 47条の規定等に基づき、国債・地方債・政

府保証債等を保有しており、当研究所設立時に承継した関係会社株式を除き、株式等は保有し

ておりません。また、未収債権等の管理については、会計規程に基づき財政上最も当研究所の

利益に適合するよう管理しています。

   借入金は、当研究所設立時に承継した産業投資特別会計借入金のみであります。

２.金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：円）

貸借対照表

計上額

時価 差額

(1)現金及び預金

(2)有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

(3)長期性預金

(4)長期借入金

(5)未払金

1,004,253,786

1,759,546,320

500,000,000

(126,000,000)

(185,907)

1,004,253,786

1,809,585,100

537,564,555

(128,494,633)

(185,907)

0

50,038,780

37,564,555

  (2,494,633)

0

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

    (1)現金及び預金(5)未払金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額 によっております。

    (2)有価証券及び投資有価証券

       これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

    (3)長期性預金(4)長期借入金

  これらの時価については、元利金の合計額をリスク・フリーに近い市場利子率を基礎とし

た利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借入金には、一年以内に返

済予定のものを含んでおります。  


